
障害者自立支援法 指定事業者等の指導等について 
 

                     神奈川県保健福祉局 
地域保健福祉部 福祉監査指導課 

 

（１）根拠 ： 障害者自立支援法第１１条第２項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 神奈川県障害者自立支援法指定事業者等指導実施要綱 

 
根拠： 障害者自立支援法第４８条 

＊ 神奈川県障害者自立支援法指定事業者等監査実施要綱 
 
（２）目 的 
支援内容の質の確保並びに介護給付費、訓練等給付費、サービス利用計画作成費及び特

定障害者特別給付費（以下「介護給付費等」という。）の支給の適正化を図ることを目的

とする。 

（報告等）  
第四十八条  都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定障害福祉

サービス事業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であった者若しくは当該指定に係

るサービス事業所の従業者であった者（以下この項において「指定障害福祉サービス事

業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しく

は提示を命じ、指定障害福祉サービス事業者若しくは当該指定に係るサービス事業所の

従業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該

職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定障害福祉サービス事業者の当該指定

に係るサービス事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ

ることができる。  
 

（厚生労働大臣又は都道府県知事の自立支援給付対象サービス等に関する調査等）  
第十一条  
２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、自立支援給付に関して必要があると認めると

きは、自立支援給付対象サービス等を行った者若しくは、これらを使用した者に対し、

その行った自立支援給付対象サービス等に関し、報告若しくは当該自立支援給付対象

サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当

該職員に関係者に対して質問させることができる。    
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（３）指導方法 

・集団指導 講習、研修、会議等の方式で実施 ⇒随時 

 

・実地指導 現地にて個別面談により実施 

指定障害者支援施設       原則として２年に１回 

指定障害者支援施設以外の事業者 原則として３年に１回 

        

 ＊ 継続して状況確認、指導等が必要と認められる場合は、毎年実施する 

     ことがあります。 

 
 （４） 監査について 

・実地指導において、不正等が疑われる場合または、苦情や家族・利用者からの通報

等により監査を実施します。 
・現地にて個別面談により実施します。（事前調査を実施することもあります。） 

 
（５）監査の対象 
・支援内容、自立支援給付費の請求に不正又は不当があったことを疑うに足りる理由が

あるとき。 
・重大な基準違反があると疑うに足りる理由があるとき。 
・実地指導による改善が見られないとき。 
・正当な理由がなく、実地指導を拒否したとき。 

 
 （６）勧告、命令、指定の取消しについて 

・基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事業の運営をしていないと認めるときは、

当該事業者に対し、期限を定めて、基準を遵守すべきことを勧告することがあります。 
（障害者自立支援法第４９条第１項） 
・期限内に勧告に従わなかったときは、その旨公表することがあります。（障害者自立

支援法第４９条第４項） 
・勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、

当該事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずること

があります。（障害者自立支援法第４９条第５項） 
・上記命令をしたときは、その旨を公示します。（（障害者自立支援法第４９条第６項） 
・基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事業を運営することができない事業所に

対して、指定の取消しを行うこともあります。（障害者自立支援法第５０条） 
 
 



【主な相談･苦情事例】 

１ 利用者への対応について 

２ 管理者や職員の対応に疑問 

３ 同性介護ができていない 

４ 管理職の職員に対する差別がある 

５ 支援サービスの不徹底 

６ 職員間の意思疎通ができていない 

７ 預かり金の扱いが不透明 

８ 契約書・重要事項説明書とサービスの内容が相違 

９ 特定の利用者への対応が顕著 

１０ 家族等への説明が不十分 

【主な監査事例】 

１ 従業者の人員数が基準を満たしていない 

２ 福祉サービスに関する苦情による、かながわ福祉サービス運営適正化委員会からの通知

３ 職員が職務上知り得た利用者の情報を利用 

４ 火災により利用者が死亡 

５ 女性利用者に対する職員によるわいせつ行為 

６ 職員による入居利用者に対しての性的行為 

７ 職員よる複数の利用者に対する極めて悪質な性的虐待等の人権侵害 

８ 職員の利用者に対する粗暴行為 

９ 事業者の不正行為及び著しい不当行為、並びに責務違反 

１０ 入居利用者の財産を管理中に多額の不明金を発生 

 

【課題】個別化、密室化による支援のメリット・デメリット、情報の共有化、報連相 

家族、関係機関、地域との連携、預り金管理の徹底 後見人  等 

 



 

  

福 監 第 171 号      

平成 23 年 6 月 30 日 

各社会福祉法人等代表者       殿 

各社会福祉事業 施設長及び管理者 殿 

  

 

神奈川県保健福祉局 地域保健福祉部長  

福祉・次世代育成部長  

                                       （公印省略） 

 

社会福祉施設等における利用者からの預り金について（通知） 

 

社会福祉施設等の運営につきましては、日ごろから、利用者支援の向上のために御尽力いただいてい

ることと存じます。 

さて、利用者の預り金に多額の不明金が発生していることが判明したことにより、本日、指定障害福

祉サービス事業者の指定取消処分を実施いたしました。 

 利用者預り金の管理体制の確立については、平成 19 年度以降指導監査重点事項として取り組んでき

たところですが、それにもかかわらず、利用者を支援するべき事業所において、経済的虐待ともいうべ

き財産権の侵害事案が発生したことは、誠に遺憾であります。 

つきましては、利用者と県民の期待を裏切ることのないよう、利用者からの預り金について、別添資

料を参考に、次の事項について十分留意のうえ、改めて一層厳正な事務管理を徹底されるよう通知しま

す。 

 

１ 利用者の金員、預貯金証書、印鑑等を、福祉サービスを提供するうえで必要最小限、やむをえず預

かる場合は、その取扱いに関する内部規程を整備すること。 

  また、必要な場合は、成年後見制度の活用について勧奨すること。 

 

２ 当該内部規程においては、同規程を実施するのに必要な組織体制、特に各職員の事務と権限につい

て明記すること。 

 

３ 当該組織体制の整備においては、内部牽制が機能する体制となるよう十分留意すること。 

 

 

別添資料１：預り金に関する指導基準 

（指導監査の指導基準（施設編）Ⅳ、Ⅵ～Ⅸ、障害者自立支援法及び児童福祉法に基づ

く実地指導の指導基準より抜粋） 

別添資料 2：社会福祉施設における入所者預かり金の管理体制について 

（平成 3年 10 月 24 日付け 福総第 172 号 県福祉部長通知） 

 



 

 

問い合わせ先 

地域保健福祉部 

福祉監査指導課 監査第二グループ 柳澤 

                               電話 045-210-4815  ファクシミリ 045-210-8858 

                                福祉・次世代育成部 

                     子ども家庭課 児童養護グループ  中野 

                      電話 045-210-4655  ファクシミリ 045-210-8857 

                     高齢施設課  福祉施設グループ   鈴木  

                      電話 045-210-4851  ファクシミリ  045-210-8874 

障害サービス課 事業支援グループ 浜辺 

                      電話 045-210-4717 ファクシミリ 045-201-2051 

施設福祉グループ 弘末 

電話 045-210-4724  ファクシミリ 045-201-2051 

                                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 資料 1 

預り金に関する指導基準 

 

◎ 指導監査の指導基準（施設編）Ⅳ、Ⅵ～Ⅸより抜粋 

【特別養護老人ホーム】 

（１） 預り金等の取扱は適正に行われているか。 

・ 預り金依頼書が、本人又は親権者、後見人若しくは代理人から提出されているか。 

・ 預り金の管理は、個人別となっているか。 

・ 現金保管額が高額となっていないか。 

・ 預金通帳保管者、印鑑保管者がそれぞれ別々に定められているか。 

・ 預り金の収支状況は、施設長により定期的に点検されているか。 

・ 預り金の払出し時は、利用者から払出し依頼票及び受領書を徴しているか。 

また、利用者から受領印を徴することが困難な場合は、複数職員立会いのもと、授受がなされ

ているか。 

・ 預り金の収支残高を定期的に利用者、必要に応じて家族等に報告しているか。 

・ 預り金規程が整備されているか。 

・ 預り金規程に基づいた取り扱いとなっているか。 

（２） 措置対象者の遺留金品等の取り扱いが、適切におこなわれているか。 

・ 利用者が死亡した場合に、実施機関への通報及び実施機関の指示に基づく遺留金品の引渡し

が、適切になされているか。 

（３） 特別養護老人ホーム利用者の遺留金品等の取扱が、適切に行われているか。 

・ 利用者が死亡した場合に、速やかに家族等に連絡する体制ができているか。 

・ 遺留金品の処分は、家族等から書面による依頼等がある場合を除き行われていないか。 

・ 身よりのない方の場合、法定管財人を選定する等の手続きをとっているか。 

・ 遺留金品の引渡しを行った場合、通帳等証書類の写しを保存し適切な処理を客観的に説明で

きるようにしているか。 

 

【養護老人ホーム】 

（１）預り金等の取扱いは適正に行われているか。 

  ・ 預り金依頼書が、本人または親権者、後見人若しくは代理人から提出されているか。 

・ 預り金の管理は、個人別となっているか。 

・ 現金保管額が高額となっていないか。 

・ 預金通帳保管者、印鑑保管者がそれぞれ別々に定められているか。 

・ 預り金の収支状況は、施設長により定期的に点検されているか。 

・ 預り金の払出し時は、利用者から払出し依頼票及び受領書を徴しているか。 

また、利用者から受領印を徴することが困難な場合は、複数職員立会いのもと、授受がなされ

ているか。 

・ 預り金の収支残高を定期的に利用者、必要に応じて家族等に報告しているか。 

・ 預り金規程が整備されているか。 



 

・ 預り金規程に基づいた取り扱いとなっているか。 

（２） 措置対象者の遺留金品等の取り扱いが、適切におこなわれているか。 

・ 利用者が死亡した場合に、実施機関への通報及び実施機関の指示に基づく遺留金品の引渡し

が、適切になされているか。 

 

【軽費老人ホーム】 

（１） 預り金等の取扱は適正に行われているか。 

・ 預り金依頼書が、本人又は親権者、後見人若しくは代理人から提出されているか。 

・ 預り金の管理は、個人別となっているか。 

・ 現金保管額が高額となっていないか。 

・ 預金通帳保管者、印鑑保管者がそれぞれ別々に定められているか。 

・ 預り金の収支状況は、施設長により定期的に点検されているか。 

・ 預り金の払出し時は、利用者から払出し依頼票及び受領書を徴しているか。 

また、利用者から受領印を徴することが困難な場合は、複数職員立会いのもと、授受がなされ

ているか。 

・ 預り金の収支残高を定期的に利用者、必要に応じて家族等に報告しているか。 

・ 預り金規程が整備されているか。 

・ 預り金規程に基づいた取り扱いとなっているか。 

（２） 入所者の遺留金品等の取り扱いが適切に行われているか。 

・ 入所者が死亡した場合に、速やかに家族等に連絡する体制ができているか。  

・ 遺留金品の処分は、家族等から書面による依頼等がある場合を除き行われていないか。 

・ 身よりのない方の場合、法定管財人を選定する等の手続きをとっているか。 

・ 遺留金品の引渡しを行った場合、通帳等証書類の写しを保存し適切な処理を客観的に説明で

きるようにしているか。 

 

【児童養護施設】 

（１） 日常の預り金（小遣い）の取扱いは適切に行われているか。 

・ 預り金依頼書が、本人又は親権者、後見人若しくは代理人から提出されているか。 

・ 預り金の管理は、個人別となっているか。 

・ 現金保管額が高額となっていないか。 

・ 預金通帳保管者、印鑑保管者がそれぞれ別々に定められているか。 

・ 預り金の収支状況は、施設長により定期的に点検されているか。 

・  預り金の払出し時は、利用者から払出し依頼票及び受領書を徴しているか。 

また、利用者から受領印を徴することが困難な場合は、複数職員立会いのもと、授受がなされ

ているか。 

・ 預り金の収支残高を定期的に利用者、必要に応じて家族等に報告しているか。 

・ 預り金規程が整備されているか。 

・ 預り金規程に基づいた取り扱いとなっているか。 

 



 

 

【障害者福祉施設】 

・ 預り金依頼書が、本人又は親権者、後見人若しくは代理人から提出されているか。 

・ 預り金の管理は、個人別となっているか。 

・ 現金保管額が高額となっていないか。 

・ 預金通帳保管者、印鑑保管者がそれぞれ別々に定められているか。 

・ 預り金の収支状況は、施設長により定期的に点検されているか。 

・ 預り金の払出し時は、利用者から払出し依頼票及び受領書を徴しているか。 

また、利用者から受領印を徴することが困難な場合は、複数職員立会いのもと、授受がなされ

ているか。 

・ 預り金の収支残高を定期的に利用者、必要に応じて家族等に報告しているか。 

・ 預り金規程が整備されているか。 

・ 預り金規程に基づいた取り扱いとなっているか。 

 

 

◎ 障害者自立支援法及び児童福祉法に基づく実地指導の指導基準より抜粋 

【障害者自立支援法・共同生活介護・共同生活援助】 

○ 利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行

うことが困難である場合は、その者の同意を得て代わって行っているか。 

＊ 郵便、証明書等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又はその家族が行

うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た上で代行しなければならな

い。特に金銭に係るものについては書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後は

その都度、本人に確認を得るものとする。 

 

【障害者自立支援法・指定障害者支援施設（特定旧法施設を含む）】 

○ 利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行

うことが困難である場合は、その者の同意を得て代わって行っているか。 

＊ 郵便、証明書等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者又はその家族が行

うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た上で代行しなければならな

い。特に金銭に係るものについては書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後は

その都度、本人に確認を得るものとする。 

 

【知的障害児施設等】 

○ 利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行

うことが困難である場合は、その者の同意を得て代わって行っているか。 

 

 

 

 



 

資料  ２ 

福 総 第１７２号 

平成 3 年 10 月 24 日 

 

各社会福祉法人理事長 殿 

各 社 会 福 祉 施 設 長  殿 

 

 

神奈川県福祉部長     

 

 

社会福祉施設における入所者預かり金の管理体制について（通知） 

 

 社会福祉施設の運営につきましては、日頃から、入所者処遇の向上のために十分な対応がなされ

ていることと存じます。 

 さて、先般横浜市内の社会福祉施設において、入所者預かり金に関する不祥事が発生したとの新

聞報道があったところです。 

 近い将来の高齢社会の到来などに向けて、社会福祉施設の充実・強化が叫ばれ、県民が民間社会

福祉施設の経営に期待を寄せているなかで起きた不祥事であり、誠に遺憾であります。 

 今回の不祥事を教訓として、より一層厳正な事務管理の保持に努めるとともに、県民の信頼を裏

切ることのないように、次の事項についてあらためて徹底を図られるよう通知します。 

 

１ 預かり金依頼書が、本人又は親権者、後見人若しくは代理人から提出されているか、依頼書が

適正に保管されているか再点検を実施すること。 

２ 預かり金の管理は、個人別となっているか、現金保管額が必要最小限となっているか再点検を

実施すること。また、預貯金証書類及び印鑑などの保管責任者をそれぞれ別人とするなどのチェ

ック体制を確立すること。 

３ 預かり金の個人別金銭残高について、定期的又は臨時的に施設長等の確認を徹底すること。 

４ 預かり金受け入れの都度預かり証を発行しているか、収支状況を記載する台帳を作成している

か再点検を実施すること。また、預かり金の受入れ及び支払いを行う場合には、事前に施設長等

が確認をすること。 

 

 

 

（事務担当は、福祉総務室団体指導班） 

（事務担当は、児童福祉課管理監査班） 

（事務担当は、障害福祉課管理監査班） 

（事務担当は、老人福祉課管理監査班） 

                         （事務担当は、援 護課生活 保護班） 
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